




























要約: 

現在海外に在留中の乳幼児と学童をもつ家庭における母子保健医療に対するニード実態を

明らかにするために、民間企業駐在員、日本人学校教師、在外公館職員、JlCA 職員および

専門家のうち、12 歳以下の子女を海外に帯同している家族に対してアンケート調査を実施

した。有効回答数は 1602、地域別にはアジア、西ヨーロッパ、北米、中南米が多かった。

夫も妻も 30歳代が多く、滞在期間は 3年未満が多かった。半数の母親はボランティアなど

の活動をしていたが、日本人以外との交流の機会は乏しかった。71%の人がかかりつけの医

師を確保しており、そのうち 77%は現在の主治医に満足していた。現地の医療情報を日本

人グループや前任者から収集し、日本語を話せる医師にかかり、育児の相談相手は日本人

という保健医療行動パターンが多数を占めていたが、一方、現地の人から情報を得て、日

本語以外の言語で医師にかかり、育児の相談を外国人の友人にもするという人も少数いた。

医療機関や行政に対しては、現地の保健医療の具体的な状況を知りたいという要望が非常

に強かった 6とくに自由記載欄の意見を集約すると、海外の国別の保健医療情報を収集分

析し、それを的確な情報として提供できるセンター的な機関が日本国内に必要であると思

われた。 


